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１ 第１１回安全推進委員会の議事概要

第11回委員会の議事概要

小型航空機等に係る安全推進委員会

【開催趣旨】

○平成２７年に東京都調布市における住宅への墜落事故等、自家用等の
小型航空機の事故が多数発生し、小型航空機の更なる安全対策の構築
及び推進が急務

○今後の小型航空機の安全対策を構築して行く上では、海外事例の収集
を含む調査・検討を行い、その結果得られた成果を、有識者や関係団
体等の意見も踏まえながら、安全対策に活用していくことが必要

平成２８年１２月１３日に第１回目の委員会を開催。

その後も定期的に開催し、令和５年３月２７日に１１回
目を開催

これまでの開催状況等

国土交通省ホームページ
https://www.mlit.go.jp/koku/koku_tk10_000006.html

議事概要等のWEB公開

２．安全情報発信強化

４．新技術の活用

１．小型航空機等の航空事故等の発生状況

３．指導監督強化

○ 近年の小型航空機の事故件数の推移並びに令和４年の傾向
○ 令和４年に発生した主な航空事故
○ 小型航空機等に係る安全目標値及び実績値（令和４年）

○ 安全情報発信
→メールルマガジン及びＳＮＳによる安全情報の発信状況、
安全講習会の開催状況等

○ 飛行検査動画の活用
○ 更なる安全情報発信強化への取組状況
→安全啓発動画の作成・配信、航空局ＨＰの更新、関係
機関・団体との連携等）

○ 特定操縦技能審査制度の取組状況
→ 随時検査の実施
○ 特定操縦技能審査制度の実効性向上ための方策
→積極的な随時検査、講習における効果測定の検討、
チェックリストの見直し等

○ 小型航空機に係る安全対策の取組状況
→リーフレット配布
〇超軽量動力機等の飛行に必要な許可手続きの課題及び
取組の方向性

○ ＦＤＭ導入ガイドライン策定に向けて
○ 新たな新技術活用方策検討に向けて
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２ 安全情報発信強化の取組
～（１）安全情報発信強化に向けた取組状況①～

メールマガジンの発行

○ 安全情報による安全啓発及び注意喚起は事故の再発防止・未然防止に非常に効果的であり、欧米においても取り組みを重視
○ 我が国においても、関係団体等とも連携し、安全情報発信の取組強化を推進

SNSによる情報発信

航空の安全に資する情報を定期的に発信
令和5年においては13件のメルマガを発信
メルマガ登録者数は2,927人（R6.1.30） ※2,665人（R5.3.9）

○至急周知が必要な情報等をタイムリーに発信
○ X（旧Twitter）のフォロワー数は約4,300人（R6.1.30）

※約3,900人(R5.3.1）

令和５年においては、以下の情報を発行

・事故調査報告書の公表
・飛行制限区域の設定
・飛行自粛 等

・運輸安全ダイジェストの発行
・飛行検査動画追加

令和5年に発行した
メルマガの一例

３



２ 安全情報発信強化の取組
～（１）安全情報発信強化に向けた取組状況②～

航空局の取り組みの効果確認や、引き続きの対策への参考とするため、今後求める安全情報やメールマガジン及びXの登録
状況について、航空局主催の安全運航セミナー受講者（約140名）に対しアンケートを実施し、約40件の意見があった。

航空局取り組みへのアンケート

事故等に関する情報や安全に関する情報について要望の声があり、運輸安全委員会においてもXによる情報発信を行って
いるため、リポストといった形で連携する。
また、法律・通達等の規則の改正等、小型機運航者に必要な情報のほか、局内関係課とも連携し、航空局における新たな取
り組みなど、購読者の興味をひく内容の情報発信に取り組む。
Xと比べメールマガジンの認知度は高いが、まだ未登録の方も一定数いることから、運航管理担当や操縦士に限定せず、
今後も継続して広く登録啓発に取り組む。

事故等に

関する情

報

安全に関

する情報

法律・通達等

規則の改正案
管制官とのｺﾐｭ

ﾆｹｰｼｮﾝ等

航空情報に

関すること

意見なし

安全運航セミナーの参加者のうち、約６割がメールマガジンやXの購読について登録。
登録していない理由として、航空局HPで内容を確認できる、操縦士でない、職場から必要な情報が得られるといった意見
もあったほか、存在を知らないという意見もあった。
また、Xについては普段から使用していないため登録していないといった方が多かったほか、メールマガジンだと情報が
送信されてくるので確認しやすいという意見もあった。

今後求める安全情報について

事故等に関する情報、安全に関する情報といった安全運航につながる情報発
信を求める意見が多かったほか、法律・通達等規則の改正案内といった航空
のルールの改正情報もニーズが高いことが判明。
そのほか、管制方式や空域再編、管制官とのコミュニケーションなどの航空管
制に関することや、デジタル化に向けて作業が進められている航空情報に関
することなども高い関心があることが判明。

登録状況について

４



２ 安全情報発信強化の取組
～（１）安全情報発信強化に向けた取組状況③～

セミナー、講習会等を通じた安全情報の発信

○小型航空機の整備士を対象とした安全講習会

５

○安全運航セミナー

小型航空機に係る事故の再発防止・未然防止の観
点から、小型航空機の操縦士をはじめとする関係者
を対象に毎年開催。

令和５年度は１０月から１１月にかけて、新千歳、東
京、大阪、福岡、鹿児島、那覇で開催

小型航空機の安全対策として、以下の情報を発信

•近年の小型航空機の事故概要
•最近の事故調査報告書の概要
• 「特定操縦技能審査関連通達」の改正
•小型航空機用FDM導入ガイドラインの概要
• 「航空機乗組員の使用する医薬品の取扱いに関
する指針」の改正

•小型航空機に関する安全情報の共有 等

航空機等の設計製造者のマニュアル及び寒冷法令
を遵守し、適切に整備を実施することを周知及び啓
発するために定期的に開催
令和５年度は１２月に東京、仙台及び大阪で開催

○小型航空機の操縦士を対象とした安全講習会

「自家用操縦士の技能維持方策に係る指針」に基づ
く安全講習会を実施
令和５年度は全国主要空港や各地区において１３回
開催予定

その他、小型航空機の安全に関する講演等を通じて、引き続き安全情報の発信に取り組んでいく。

令和５年度の講習内容
• 航空機事故例と安全対策
• 最近の変更点等
• SRMにみるヒューマンファクターの重要性 等

令和５年度の講習内容
• 国の安全対策
• 航空法改正（装備品関連）の概要
• 技術品質情報の共有 等



２ 安全情報発信強化の取組
～（２）飛行検査動画の活用～

○ 小型機が就航する空港を中心に飛行検査機で撮影したアプローチの画像等を
活用し、空港周辺の地形や物標の視覚的な情報を提供

○ 安全情報として、空港周辺の小型機操縦者向け注意喚起情報を掲載

〇 令和５年１１月８日現在、計２３空港の動画を公開しており、その他の空港についても順次公開を予定。

ホームページ掲載やＹｏｕＴｕｂｅによる配信

ホームページ掲載

概要

https://www.mlit.go.jp/koku/15_bf_001000.html

６

①空港の表示方法

③飛行経路図+安全情報の提供

②空港周辺の視覚情報の提供

撮影空港、滑走路

【動画（最終進入経路）】



○ 安全啓発動画については、航空機の種類に応じて、飛行機、回転翼航空機、滑空機の各操縦士に向けた動画
を作成。また、飛行検査で撮影した画像等を活用した安全動画を作成。今後も実際の運航の安全に寄与する動
画の作成を検討
○ 航空局ＨＰには、諸外国の安全情報サイトを掲載しており、更なるＨＰの充実や諸外国の安全情報を積極的に
収集し、小型航空機の運航にとって有益となる情報を発信していく。

安全啓発動画について

我が国の関係団
体においても主に
会員向けに安全
情報発信の取組を
実施

○航空局と関係団体が緊密に連携して、安全情報の共有や
更なる効果的な発信に向けた取組みを引き続き検討・調整
・ 関係団体会員向けの機関誌等への安全情報の投稿など
・ 関係団体主催の連絡会議等への参画

○運輸安全委員会と連携し、事故分析を踏まえた安全情報
を効果的に発信

（JAPA） （AOPA-JAPAN） （日本滑空協会）他

２ 安全情報発信強化の取組
～（３）更なる安全情報発信強化の取り組み（海外当局等の安全情報の活用）～

小型航空機等に係る安全啓発動画の作成・配信

小型飛行機
操縦士向け

（平成３０年４月）

回転翼航空機
操縦士向け
（令和２年９月）

○ これまで小型飛行機及び回転翼航空機の操縦士向けの安全啓発動画を
作成し、ＳＮＳ配信・安全講習会等への活用を通じて高い効果を発揮

今後の安全啓発動画の作成（案）

飛行検査動画
（令和３年１１月～）【継続】

○ 飛行検査で撮影したアプローチの画像等の有効活用【継続】

○ 操縦士の実際の運航の安全に寄与する動画の発信を検討

（事故事例等を教訓とした動画など）

欧米等の安全情報の活用について

関係団体・関係機関との更なる連携について

滑空機
操縦士向け
（令和３年６月）

○ 我が国に比して運航規模が格段に大きい欧米等の有益な安全情報を活用し
た効果的・効率的な発信を引き続き実施

○ 航空局のHPには、下図のとおり諸外国の安全情報サイトを紹介しており、更
なるHPの充実や小型航空機にとって有益となる諸外国の安全情報を収集し、
積極的に配信していく。

航空局ホームページ更新

○ 「小型航空機の安全情報」掲載ページについ
て、必要な情報へわかりやすくアプローチでき
るよう、引き続き体裁を改善していく。

７



３ 操縦士に対する指導監督強化
～（１）特定操縦技能審査制度の実効性向上①～

特定操縦技能審査制度の課題と対応

• 事故調査等の結果、操縦士の知識や技能の不足
が影響している場合などに、当該操縦士に対して実
施された操縦技能審査員の審査の有効性等を確認
するための「随時検査」の手順や実施要領を定めた
「操縦技能審査員に対する随時検査実施要領」を策
定中。（今年度内をメドに制定予定）

• 今後、当該要領に従って積極的に随時検査を実施
し、審査員としての能力確保を図る。

現在、特定操縦技能審査において、審査員が用い
ている「標準的チェックリスト」では、審査において
確認した事実や不足していた知識・能力を記録しづ
らく、当該操縦者に対する知識・技量を踏まえた評
価や指導に十分に活かせていない。
そのため、前回の委員会において、チェックリストの
細分化について提案したところ、細かくしすぎること
の弊害もある旨のコメントをいただいたことから、今
年度の操縦技能審査員講習に参加した者（約210
人）に対して、チェックリストの活用や改善について
アンケートを実施。

そのうち改善意見が約50件あり、「ボリュームが多
い」、「全ての項目を網羅的に実施するのは時間的
に厳しい」、「適・不適等のチェック形式にしたほうが
審査漏れ防止に有効」と言った意見が多かった。
アンケートの意見を考慮し、実効性のあるチェックリ
ストとなるよう、引き続き検討を継続する。

８

操縦技能審査員の審査能力確保

第1段： 随時検査の実施手続きの確立

第2段： 操縦技能審査員講習における効果測定の導入

特定操縦技能審査の実効性向上のための改善

なお、令和5年9月20日付で「特定操縦技能審査実施要領」を改正し、操縦技能審査員初任講習を受講
してから審査員認定の申請を行うまでの期間を1年と定める等、所要の改正を実施済み。

• 特定操縦技能審査を行うのに必要な知識の維持を
図るために受講を義務付けている、審査員の初任・
定期講習について、講習での知識の定着度を確認
するための、受講後の効果測定を導入していく（現
在は、受講確認のためのアンケート及び簡潔な設
問のみ）（令和6年度中の導入を目指す）



３ 操縦士に対する指導監督強化
～（２）操縦技能審査員講習のオンライン化～

〇従前、操縦技能審査員講習（初任・定期）については、東京・大阪航空局において各６回／年、千歳・
福岡・那覇の会場において２回／年実施してきたところ、新型コロナウイルスの感染が拡大した以降
はオンラインにより実施してきた。

〇操縦技能審査員に対するアンケート（※）において、オンラインの継続を望む声（感染予防対策、会場
までの移動が不要、スケジュール調整が容易、周りを気にせず受講できる等）が多く寄せられたことか
ら、初任講習及び定期講習とも原則オンラインで実施する旨、関連要領を改正済。
〇 しかしながら、対面講習を要望する者も一定程度あることに加え、オンライン化の課題も見えてきたと
ころ。

ネットワーク環境等によりオンライン講習が不可能な者が受講できるよう、当面の間、1回／年は
対面講習（ハイブリッド）とする。
講習中、適当な区切りで質問の時間を設定。また講習後の質問窓口を案内。
講習実施者及び受講者ともカメラを常時オンとし、受講状況を把握する。

課題への対応案

講習終了後の効果測定（知識定着度の確認）を導入していく（再掲）
（効果測定で知識の定着具合が低い者への対応、オンライン講習における修了証交付方法等のルール化が必要）

• セキュリティ等の問題で会社で受講することができない。
• 通信環境が悪く、音声・映像が途切れる。
• 質問がしづらいといった意見がある。
• 受講者が適切に受講しているかわからない。

オンライン化の課題

９

（※）オンラインによる操縦技能審査員講習を開始した当時から実施

さらに、



ｚ

・設計の安全性 ・組立、整備の状況
・操縦・整備マニュアル
・「安全管理者」による機体の確認 等

・図面等による離着陸地帯の確保、障害物
の有無の確認
・立入禁止措置等の安全対策 等

識別記号登録 地方航空局運航課（航空機検査官）

・操縦指導者による操縦技量確認（操縦指導者
は操縦教育証明等を有し、定期講習を受講）
・健康診断等による健康状態の確認
・原則3km圏内飛行 等

法第11条ただし書（航空機関係）
地方航空局運航課（航空機検査官）

法第28条第3項（操縦関係）
地方航空局運航課（検査乗員係）

法第79条ただし書（離着陸場関係）
空港事務所航空管制運航情報官

３．操縦士に対する指導監督の強化
～（３）超軽量動力機等に係る安全対策の推進～

超軽量動力機等の現況と課題

○機体所有者に対し、識別記号登録後の機体管理状況を調査し、
許可状況を追跡

○必要な許可を取得していない可能性がある者に対し、個別に案
内・指導

○所有者不明の機体を航空局HPに掲載し、所有者が特定された
場合は必要な手続き（許可、登録情報の変更等）をとるよう案内

〇識別記号通知書や法第11条ただし書きの許可書を送付する際
に、必要な許可手続きに関する案内文を同封

〇地方航空局の組織を改編し、「識別記号登録」、「法第11条ただ
し書き」及び「法第28条第3項」の手続きが同一部署で実施する
こととし、連携を強化

〇「識別記号」と「法第11条ただし書きの許可期間」を紐づけし、
データベース上で管理

これまでに実施済みの取組

○ 「識別記号」と「法第11条ただし書きの許可期間」を紐づけし、
監視体制を継続する。

〇一定期間、許可を取得していない超軽量動力機等の所有者
に対し、機体状況の確認や許可手続き、変更登録・登録抹
消の手続に係るリーフレットを送付する。

○無許可での飛行（疑いを含む）が発覚した場合、当事者に対
する行政指導の再徹底（継続）

○行政指導を行っても違反が継続するなど改善がなされない
場合にあっては、航空法の罰則適用について警察と連携（継
続）

〇法第79条ただし書きの手続きについてオンライン化を予定し
ており、DXによる連携方法について検討を行う。

今後の方向性（案）

１０

○平成１１年以降の超軽量動力機等の航空事故等のうち、約７割は航空法上必要とされる許可を取得していない飛行であった。

○超軽量動力機等の安全な飛行のためには、機体の安全性や操縦者の技量など所要の要件を満足したうえで飛行に必要な
許可を取得し、許可条件を遵守して飛行することの徹底が必要である。

○一方、審査側では、飛行に必要な許可手続きを行う部署が複数に分かれており、審査における連携が課題となっている。



４ 新技術の活用
～（１）小型航空機用ＦＤＭ導入ガイドラインの策定～

項 目 内 容

第１章 はじめに 目的、メリット、推奨する航空機

第２章 搭載にあたっての注
意点及び搭載例

取り付け、電源、GPS、信号及びケーブル類の取り回しの注意点、
電磁適合性試験、民生品の指定、持込品の使用及び搭載

第３章 選定に係る機能要件 記録データ並びに機器及び関連ツールの機能推奨及び留意事項

第４章 具体的な運用 運用手順の関する推奨事項、想定されるユースケース

第５章 その他 FDM機器の一例、

第６章 チェックシート チェックリストを紹介

小型航空機用ＦＤＭ導入ガイドライン

主な項目と内容

～更なる普及に向けて～

講習会等を通じてガイドラインを活用し、
FDM導入の普及促進を図る。
FDMの効果的な使用の実現化のため、分
析ツールによる可視化事例（動画）を紹介

航空局以外から、開発した分析ツールを航
空局HPにて掲載してほしい旨の依頼が
あった場合は、本委員会の同意を得たうえ
で掲載することとしたい。

＜航空局HP＞
（小型航空機の安全情報）

＜運輸安全委員会HP＞
（運輸安全委員会ダイジェスト）

実証試験等において使用した「FDM取得データ簡易分析ツール」は令和６年２月１６日に航空局HPに掲載し、無償提供を開始しております。

１１



４ 新技術の活用
～（２）未然防止のための新技術～

• AOA, G-Meter, Roll/Pitch, TAS等、多種デー
タを表示するMFD

• 既存のアナログ装置（Clock等）の取付穴を利
用して取り付けることが可能

• 参考：USD895～

一酸化炭素警報付ヘッドセット

• 排気管の劣化等に起因して機内に侵入する一
酸化炭素を検知・警告

• NTSBはFAAに対して、一酸化炭素自動検知器
の装備を促進するよう要請している。

• 参考：USD1,199

• 航空路や気象等、様々なデータを表示すること
が可能。

• 紙の飛行規程や、AOM等に代わって見やすい。
• アプリケーションは容易に入手することが可能

視認性向上ライト

• LEDライトを操縦席の前方に
搭載し、前方に照射すること
で視認性向上

• 参考： EUR399,00

ｸﾞﾗｲﾀﾞｰ用ｿｱﾘﾝｸﾞｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ

酸素供給システム

• 自機の位置を地図に表示し、現在の位置・高
度から目的地まで滑空で到達可能かリアルタ
イムで計算。

• 飛行を記録し解析することが可能

• 簡便な航空用酸素供給装置。
• 海外ではグライダーのほか、ＧＡ機にも多
数搭載されている。

• 参考：USD450～750

１２

〇 FDMに続いて、新技術を活用して小型航空機等の安全性向上を図るため、我が国において普及・促進してい
くべき、航空事故等の未然防止のための新技術について、今年度に調査を実施。
１．我が国の小型航空機等の運航者に対するアンケート調査の実施
２．諸外国における新技術の開発状況、導入事例等の調査を実施

○ 結果的に、今年度の調査では、当委員会として調査研究し積極的に導入を促進していくべきものはなかった。
これらの技術については、安全運航セミナー等で紹介していく予定。

〇 今後も引き続き未然防止のための新技術について調査し、有望なものは当委員会でも普及促進について検討。

アナログ計器互換型マルチファンクションディスプレイ タブレット・スマートフォン

（参考）今年度の調査で挙げられたものの例



FDMの普及及び航空事故の未然防止の
ための新技術の活用

小型航空機等の事故の再発防止・未然防止を図り安全性向上を実現

取組３：新技術の活用

５ まとめ
～小型航空機等に係る安全対策強化 （全体概要）～

平成２７年度から小型航空機等による航空事故等が続発し、「小型航空機等の安全推進委員会」において、有識
者や関係団体等の意見を踏まえながら、更なる安全対策の強化を推進

多くの事故等は操縦士に係る人的要因に
起因するなど指導・監督の強化が不可欠

関係団体等を通じて周知徹底を図って
いるが、同様の事故等が再発

取組２：指導監督の強化

特定操縦技能審査制度の実効性向上

○これまでの取組（令和元年度～４年度）
・標準型チェックリストの作成・活用、講習内容充実
○今後の取組（令和６年度～（予定））

審査員に対する随時検査の実施、講習における効
果測定手法の確立、標準的チェックリスト見直し

操縦士の技能維持・向上、法令遵守の徹底・安全意識
の向上のための指導監督の強化を推進

取組１：安全情報発信の強化

自家用等の運航者に対する安全啓発や注意喚起を効
果的に実施するため安全情報発信を強化

特定技能審査制度の実態調査（平成29～30年度）等
を踏まえた取組を推進

運航形態や課題に対応した措置の推進

○超軽量動力機等の安全対策
・パンフレット等による法令遵守の徹底・安全意識の
向上（平成３０年～）
・識別記号ごとに許可取得状況を管理し、許可取得
が確認できない所有者に対してフォローを実施。
・審査体制の更なる連携強化
○小型事業機の安全対策
・事故等再発防止フォローアップ、安全監査等を継続

○ セミナー、安全講習会等の開催
操縦士向けのセミナー及び小型航空
機等の安全講習会に加え、整備士向
けの安全講習会（平成27年～）を開催

○ 安全啓発メールマガジンの発行
操縦士の電子メールアドレスを収集し、安全啓発メー
ルマガジンを発行（平成29年7月～）

○SNSによる情報発信
小型航空機等の運航者向けの安全情報の発信
（令和３年４月～）

主な課題

○ 安全啓発動画の作成・配信
小型航空機等の運航者向けの安全
啓発動画を作成し、ＳＮＳ等で配信
（平成30年：小型飛行機、令和２年度：回転翼航空機、
令和3年度：滑空機、令和3年11月～：飛行検査動画の活用
（各空港について順次公開））

○ 海外当局等の安全情報の活用や関係団体・関係
機関と連携した取組を推進

○令和５年８月、小型航空機用ＦＤＭ導入ガイド
ラインを策定。

○ FDMは、事案発生時の原因究明のための活
用はもちろんのこと、操縦の振り返りや課題・
改善点の抽出ができ、操縦士の技能向上に
大いに期待できるため、搭載の普及拡大に向
けた取り組みを推進。

1３

ＦＤＭの導入促進

未然防止のための新技術の活用

○これまでの調査において未然防止に寄与する
と考えられる機器については、安全運航セミ
ナー等を通じて紹介し、普及を図っていく。

○また、未然防止に有効な新技術については引
き続き調査を行っていく。


